
二国間協力
 「繁栄を分かち合うBIGーB」:急激に変化する国際情勢、高まるサプライチェーンのリスク等を踏まえ、
強靱性を高め、自律性を維持する観点から、「繁栄を分かち合うBIG-B」への進化を決定。①連結性
の強化、②災害や地政学不確実性を含むリスクに対する備えの強化、③官民連携による経済成⾧機
会の共創とルール整備、④平和と安定のための協力の強化を通じて、電力、エネルギー、深海港、産
業・ICTインフラの開発を統合し、産業バリューチェーンの主要な結節点（ネクサス）を構築し、貿易・供
給のゲートウェイへと発展させるとの見解を共有。マタバリ深海港を中心に、マタバリ・マヘシュカリ地域を物
流、エネルギー、産業の主要な拠点として開発することで一致。

 ①連結性:ダッカ国際空港第3ターミナルの早期開業に向けた準備作業を進めることで一致。ダッカ
MRT路線の早期建設を進め、マタバリ深海港の運営・管理を含む将来の協力に関し協議を目指すこと
で一致。

 ②災害及び地政学的不確実性を含むリスクに対する備え:ラーマン首相は、パワー・アジアの下での
500億円の緊急支援円借款への謝意。気候変動協力の意向表明書署名及び環境協力覚書
(MoC)下での官民対話を歓迎。エネルギー安全保障、サプライチェーン強靱化、安全で強靱なデジタル
連結性等の経済安全保障協力の推進で一致。
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 「戦略的パートナーシップ」の下での幅広い経済協力の進展を評価。両国の民主主義、自由、法の支
配という価値の共有を再確認。ラーマン首相は、バングラデシュの国づくりに対する日本の継続的な支援
に謝意、日本の平和国家としての一貫した役割を称賛、世界の平和・安定・繁栄への日本の建設的な
役割を評価。高市総理は、バングラデシュの活力ある民主主義を高く評価。

 自由で開かれた法の支配に基づく国際秩序の維持へのコミットメントを再確認。ラーマン首相は、全ての
人のための平和、安定及び繁栄を確保する上で、高市総理のイニシアティブである「自由で開かれたイン
ド太平洋(FOIP)」の重要性に留意。

総論 ※断りがない限り、主語は両首脳



地域情勢・国際情勢
 国際秩序:航行及び上空飛行の安全と自由を妨げる行動は受け入れられない旨述べた。
 北朝鮮:朝鮮半島において、安保理決議に違反する核兵器及び弾道ミサイル開発が継続しているこ
とへの懸念を共有。拉致問題の即時解決を求めた。

 ミャンマー:暴力の即時停止、被拘束者の解放、人道支援を行うための環境の創出、ロヒンギャを含
む全ての当事者等間の対話を改めて要請。高市総理は、バングラデシュによるロヒンギャの一時受入れ
を称賛し、継続的な人道支援への支持を表明。

 中東:事態の早期沈静化、ホルムズ海峡の早急かつ完全な開放、追加的な費用も伴わない形で全
ての船舶の通行を改めて求めた。紅海及びバブ・エル・マンデブ海峡の安定の戦略的重要性を認識。

 国連:常任・非常任議席の拡大を含む、安保理の早期改革に向けて引き続き協力することで一致。
 核軍縮・不拡散:「核兵器のない世界」へのコミットメントを表明、NPTの維持・強化の重要性を再確認。

 ③経済成⾧機会の共創・ルール整備7:高市総理は、今後５年間での、対バングラデシュ民間投資
１兆円及び20万人の雇用創出の見通しを歓迎。ラーマン首相は投資環境整備にコミット。貿易投資
促進に関するMoC及び食・農・水・畜産業分野のビジネス強化と投資誘致に向けた協力のMoC署名を
歓迎。投資環境改善の円借款プレッジを歓迎。近い将来にバングラデシュへのビジネスミッション派遣、経済
対話実施の意向表明。ジョイントPPPプラットフォームや経済特区内での協力の意向表明。ルールに基
づく自由で公正な国際経済秩序を擁護し、EPAの早期発効を目指すことを再確認。

 ④平和と安定:防衛装備品及び技術の移転に関する協定の署名・発効を歓迎。日本の防衛装備
移転三原則の改定について議論、協力の進展への期待を表明。高市総理は、防衛協力、海洋状況
把握における能力構築、沿岸警備等を通じ、平和と安定へのコミットメントを表明。ODAを通じた巡視
艇の供与、OSAを通じた５隻の警備艇の供与を歓迎、OSAの下で今後の協力を探ることにコミット。

 経済協力:公衆衛生・医療、教育、防災、廃棄物等の分野での協力を通じた人材開発、社会的脆
弱性克服、持続可能な町と自治体づくりで一致。地方行政能力強化のための円借款プレッジを歓迎。

 人的交流:「ジャパン・フェスティバル」の開催を歓迎。ダッカ大学の日本語日本文化学科が、日本関
連の研究・両国間の学術交流の促進に果たす重要な役割を認識。


